
様式１

居宅介護支援における特定事業所集中減算       （　提出用　兼　保存用　）

令和 年 月 日

　北九州市長　　殿

　事業所番号 4 0

　事業所名

　事業所住所(郵便番号)・電話番号

　事業所管理者名

　法人名

　法人住所・電話番号

前期  3月  4月  5月  6月  7月  8月

後期 9月 10月 11月 12月 1月 2月

①居宅サービス計画の総数 0

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

福
祉
用
具
貸
与

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

計

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

訪
問
介
護

通
所
介
護

　代表者の職種・氏名

判定期間　令和７年度（　前期　・　後期　）

地
域
密
着
型
通
所
介
護 正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



様式１

居宅介護支援における特定事業所集中減算       （　提出用　兼　保存用　）

令和 年 月 日

　北九州市長　　殿

　事業所番号 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　事業所名 北九居宅介護支援事業所

　事業所住所(郵便番号)・電話番号

　事業所管理者名 北九　花子

　法人名 株式会社　北九北九会

　法人住所・電話番号

前期  3月  4月  5月  6月  7月  8月

後期 9月 10月 11月 12月 1月 2月

①居宅サービス計画の総数 50 60 59 60 58 60 347

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 35 36 37 36 35 20 199 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 27 27 30 30 28 20 162 B

　紹介率最高法人の名称 株式会社　北九北九会

　　　　　　　　　住所 北九州市小倉北区城内○番○号

　　　　　　　　　代表者名 北九　太郎

　　　　　　　　　事業所名１ ホームヘルプサービス　北九

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ 81.4

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし ⑥

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 40 39 37 40 41 42 239 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 34 31 29 31 32 33 190 B

　紹介率最高法人の名称 ＮＰＯ法人北九小倉会

　　　　　　　　　住所 北九州市小倉北区城内○番○号

　　　　　　　　　代表者名 小倉　一郎

　　　　　　　　　事業所名１ デイサービス梅

　　　　　　　　　事業所名２ デイサービス桜

④割合（B÷A×100） 単位：％ 79.5

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 10 10 9 8 8 8 53 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 7 9 9 8 8 7 48 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名 (記載例略)

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ 90.6

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし ④

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 30 30 30 30 30 30 180 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 25 25 25 25 25 25 150 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名 (記載例略)

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ 83.3

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

福
祉
用
具
貸
与

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

計

訪
問
介
護

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒

地
域
密
着
型
通
所
介
護 正当な理由の番号⇒

　代表者の職種・氏名 代表取締役　 北九　太郎

(〒800-0000)北九州市小倉北区城内○番○号　℡093-111-1111

(〒800-0000)北九州市小倉北区城内○番○号　℡093-111-1111

（　地域包括支援センターから緊急対応を依頼された（35件））

判定期間　令和７年度（　前期　・　後期　）

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒

通
所
介
護

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

記載例

複数事業所を位置付
けていても、1人当たり
「１」でカウントします。

紹介率最高法人の事業所
を2ヶ所位置付けた場合も、
1人当たり「１」でカウントし
ます。

通所介護と地域密着型通著介護を

合算して算定する場合は、『通所介護』

の欄へ記入してください。



様式２

事業所名

前期  3月  4月  5月  6月  7月  8月

後期 9月 10月 11月 12月 1月 2月

正当な理由に該当する計画の総数 0

①居宅サービス計画の総数 0

↓ 該当するサービスの種類を記入

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし 正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

居宅介護支援における特定事業所集中減算

                                        （正当な理由⑤⑥で認めたものを除外して再計算したもの）

計

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

判定期間　令和７年度（　前期　・　後期　）



様式２

事業所名 北九居宅介護支援事業所

前期  3月  4月  5月  6月  7月  8月

後期 9月 10月 11月 12月 1月 2月

正当な理由に該当する計画の総数 7 7 7 7 7 7 35

①居宅サービス計画の総数 59 60 59 60 58 60 356

↓ 該当するサービスの種類を記入

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 28 29 30 29 28 20 164 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 24 22 23 23 22 18 132 B

　紹介率最高法人の名称 株式会社　北九北九会

　　　　　　　　　住所 北九州市小倉北区城内○番○号

　　　　　　　　　代表者名 北九　太郎

　　　　　　　　　事業所名１ ホームヘルプサービス　北九

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ 80.5

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし ⑥

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

②当該サービスを位置付けた居宅サービス計画数 0 A

③紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数 0 B

　紹介率最高法人の名称

　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　事業所名１

　　　　　　　　　事業所名２

④割合（B÷A×100） 単位：％ #DIV/0!

⑤８０％を超えている場合「正当な理由」は　あり　・　なし

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　地域包括支援センターから緊急対応を依頼された（35件））

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

計

居宅介護支援における特定事業所集中減算

                                        （正当な理由⑤⑥で認めたものを除外して再計算したもの）

訪
問
介
護

正当な理由の番号⇒

正当な理由の番号が⑤・⑥の場合は内容も記入⇒ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

正当な理由の番号⇒

判定期間　令和７年度（　前期　・　後期　）

記載例

②③ともに「正当な理由⑤
⑥に該当する計画数」を引
いて再計算してください。

様式１で８０％を超えていないサービスや、様式１
で８０％を超えていても、正当な理由⑤⑥で除外
する件数がないサービスは記入不要です。

該当するサービスを記入

様式1の「①居宅サービス計画の
総数」から、「正当な理由⑤⑥に
該当する計画数」を引いた数を
記入してください。



内訳計算書参考例 （別紙１）

　　枚中　　枚目

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

合計 （B）
A～E法人の６ヶ月間の合計を計算します。

→ 「紹介率最高法人」はA法人 （A)

割合　「紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数」③
÷（訪問介護）を位置付けた居宅サービス計画数②×１００（％）

÷ × ＝ ％ （小数点以下は切り上げ）

この値が８０％を超えていれば減算対象になります。

１
月

（
７
月

）

２
月

（
８
月

）

１
０
月

（
４
月

）

１
１
月

（
５
月

）

利用者１

サービス種類（　　　　　　　　　　　　） 居宅介護支援事業所名 ○○○○居宅介護支援事業所

法人ごとに対象となる介護サービスを位置付けた内訳（分子）
（訪問介護）を位置付けた
居宅サービス計画数②

（分母）

１
２
月

（
６
月

）

利用者２

１２月 （６月） １月 （７月） ２月 （８月）

９
月

（
３
月

）

開
設
法
人
名

サ
ー

ビ
ス
事
業
所

９月 （３月）

給付管理を行った
利用者名

１０月 （４月） １１月 （５月）

利用者３

利用者４

利用者５

利用者６

区分

利用者７

利用者８

利用者９

利用者１０

利用者１１

利用者１２

利用者１３

利用者１４

利用者１５

利用者１６

利用者１７

利用者１８

利用者１９

利用者２０

利用者２１

利用者２２

利用者２３

利用者２４

利用者２５

利用者２６

利用者２７

利用者２８

利用者２９

利用者３０

利用者３１

利用者３２

利用者３３

利用者３４

利用者３５

計

0

A法人 0

100 #DIV/0!

B法人 0
C法人 0
D法人 0

（A) （B）

E法人 0



内訳計算書参考例 （別紙１）

　　枚中　　枚目

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

A
法
人

B
法
人

C
法
人

D
法
人

E
法
人

番号

1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

8 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

15 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

17 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

18 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

20 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

21 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

22 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

23 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

24 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

25 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

26 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

27 1 1 1 1 1 1 1 1

28 1 1 1 1 1 1 1 1

29 1 1 1 1 1 1

30 1 1 1 1 1 1

31 1 1 1 1 1 1

32 1 1 1 1

33 1 1 1 1

34 1 1

35 1 1

21 2 2 3 2 21 2 2 3 2 20 2 2 3 3 21 3 3 3 3 21 3 3 3 3 22 4 3 3 3 26 26 26 30 30 32

合計 （B)

A～E法人の６ヶ月間の合計を計算します。

→ 「紹介率最高法人」はA法人 （A)

割合　「紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画数」③
÷（訪問介護）を位置付けた居宅サービス計画数②×１００（％）

÷ × ＝ ％ （小数点以下は切り上げ）

この値が８０％を超えていれば減算対象になります。

１
月

（
７
月

）

２
月

（
８
月

）

１
０
月

（
４
月

）

１
１
月

（
５
月

）

利用者１

サービス種類（　訪問介護　） 居宅介護支援事業所名 ○○○○居宅介護支援事業所

法人ごとに対象となる介護サービスを位置付けた内訳（分子）
（訪問介護）を位置付けた
居宅サービス計画数②

（分母）

１
２
月

（
６
月

）

利用者２

１２月 （６月） １月 （７月） ２月 （８月）

９
月

（
３
月

）

開
設
法
人
名

サ
ー

ビ
ス
事
業
所

９月 （３月）

給付管理を行った
利用者名

１０月 （４月） １１月 （５月）

利用者３

利用者４

利用者５

利用者６

区分

利用者７

利用者８

利用者９

利用者１０

利用者１１

利用者１２

利用者１３

利用者１４

利用者１５

利用者１６

利用者１７

利用者１８

利用者１９

利用者２０

利用者２１

利用者２２

利用者２３

利用者２４

利用者２５

利用者２６

利用者２７

利用者２８

利用者２９

利用者３０

利用者３１

利用者３２

利用者３３

利用者３４

利用者３５

計

170

A法人 126

100 74.12

B法人 16
C法人 15
D法人 18

（A) （B）

E法人 16
126 170

一人の利用者に対し、同一法人の複数の事業
所を位置付けた場合でも、その法人を位置付け
た居宅サービス計画の数は「１」とします。

給付管理を行わなかった月は含
みません。

１人の利用者が複数の法人のサービ
スを受ける場合でも、居宅サービス計
画数は「１」となります。

利用者１人につき、居宅サービ
ス計画の数は、毎月「１」となる。

要介護者のみ記載します（要支
援者は含みません）

給付管理を行わなかった月は含
みません。

１人の利用者が複数の法人のサービ
スを受ける場合でも、居宅サービス
計画数は「１」となります。

記載例


